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令和２年度６月補正予算について

一　一般会計予算の補正 ９７１，２６５ 千円

　　（補正後の予算額 千円）

　＜歳出の補正額＞

２款 総 務 費 千円

３款 民 生 費 千円

６款 農 林 業 費 千円

７款 商 工 観 光 費 千円

１０款 教 育 費 千円

　＜歳入の補正額＞

１款 市 税 千円

１４款 国 庫 支 出 金 千円

１５款 県 支 出 金 千円

１８款 繰 入 金 千円

２１款 市 債 千円

千円

千円

千円

(市民１人当たり一律10万円給付)

(児童手当受給世帯に対し1人当たり１万円給付)

(売上が落込んでいる飲食店・小売店等への家賃相当額を支援)

(「新型コロナウイルス感染症対策資金」の貸付に係る利子補給)

(新たにＰＣＲ検査センターを設置）

子育て世帯臨時特別給付金

特別定額給付金

ＰＣＲ検査体制強化

５４,３７６

２１４,８１０,１６５

９６,５６６

４４０,２７５

３１５,９５６

６４,０９２

△８７,３５０

１７４,７４９

６月補正予算

　　  合　　　  計

４２３,３５４

４５２,０１２

８,５００

３９０,５４７

長野市事業継続緊急支援金

新型コロナウイルス感染症関連

※５月補正予算の主な内容

５月補正予算※ ３９,３１８,９００

感染症対策資金利子補給金

３９,７０９,４４７



２

一   一  般  会  計 　　（単位：千円）

　１　補 正 予 算 額 971,265

　２　補正後の予算額 214,810,165
前年度６月補正後 153,208,639

前年度対比　140.2　％

　３　補 正 の 内 容

　　（　歳    出　）

【高齢者活躍支援課】

（１） 介護サービス確保支援事業 17,907
休業要請を受けた通所サービス事業所等で提供する居宅訪問等代替サービ

スに係る追加経費及び介護施設等の個室化改修経費に対する補助金

【障害福祉課】

（２） 障害福祉サービス確保支援事業 16,284
休業要請を受けた通所サービス事業所等で提供する居宅訪問等代替サービ

スに係る追加経費に対する補助金及び障害者支援施設等におけるマスク、

消毒液等衛生用品の緊急調達等に要する経費

【商工労働課】

（３） 飲食・小売店等応援事業 315,956
感染拡大に伴い落ち込んだ消費を喚起し、市内経済を回復させるため、市

内飲食店・小売店等が取り扱うプレミアム付き応援チケット販売等に要する

経費

応援チケット  ：額面5,000円（販売額3,000円）※プレミアム分2,000円

販 売 総 額   ：６億５千万円

販 売 店 舗   ：保健所の示す感染防止対策を実施している市内店舗

（飲食店、小売店、宿泊業、その他生活関連サービス業等）

令和２年度 ６月補正予算の概要

新型コロナウイルス感染症関連



３
【学校教育課・市立長野高等学校】

（４） 「ＧＩＧＡスクール構想」ＩＣＴ環境整備事業 40,400
家庭におけるオンライン学習環境の前倒し整備及び市立長野高等学校校

内のネットワーク環境整備に要する経費

【復興推進課】

（５） コミュニティ復興支援事業 45,000
被災した地域公民館（17館）の復旧に要する経費のうち地元負担金相当額

の支援金

【福祉政策課】

（６） 被災者生活再建支援金支給事業 62,375
「長野市被災者生活再建支援金」の支給に要する経費（令和元年度未申

請者分）

支給対象：国の支援金給付対象とならない半壊の世帯

※申請期限：令和２年11月（発災から13か月）

※大規模半壊以上は、国の被災者生活再建支援法で対応

【農業政策課】

（７） 被災農業者支援事業 440,275
被災農業者の営農継続のため、農機具格納庫等の施設の復旧に対する

補助金の増額（二次調査分）

【学校教育課】

（８） 被災児童生徒通学支援事業 23,692
被災児童生徒の通学バス、タクシー等に係る運行経費の継続支援に要す

る経費の増額

東日本台風災害復旧・復興関連



４

【市民窓口課】

（９） マイナンバーカード交付事業 7,377
マイナンバーカードの更新や申請数の増加に対応するため、会計年度任

用職員を増員することに要する経費

【観光振興課】

（10） 外国語相談窓口拡充事業 1,999
国際交流コーナーのホームページ改修及び外国人向け生活案内誌にベト

ナム語翻訳を追加することに要する経費

　　（　歳    入　）
（１） 市税 △ 87,350

【市民税課】

法人市民税均等割軽減特例措置
新型コロナウイルス感染症の経済への影響を踏まえた新たな法人市民税

均等割の軽減措置

実施期間 ：令和２年２月１日から２年間（影響額２．２億円）

対　　　象 ：資本金１億円以下の法人（１～４号法人）

※リーマンショックを起因とした現行特例措置は令和２年

　 ６月30日をもって終了

（２） 国庫支出金 174,749

民生費国庫補助金 23,943

地域介護・福祉空間整備等交付金

新型コロナウイルス感染症対策特別事業補助金

商工費国庫補助金 88,988

地方創生臨時交付金

教育費国庫補助金 34,600

小学校情報環境施設整備費補助金

中学校情報環境施設整備費補助金

学校情報通信技術環境整備事業費補助金

教育費国庫補助金 11,843

へき地児童生徒援助費等補助金

総務費国庫補助金 11,045

外国人受入環境整備交付金

社会保障・税番号制度総務省関係補助金

土木費国庫補助金 4,330

建築指導費交付金

通 常 分

新型コロナウイルス感染症関連

新型コロナウイルス感染症関連

東日本台風災害復旧・復興関連

通 常 分



５

（３） 県支出金 423,354

総務費県補助金 47,900

コミュニティ復興支援交付金

民生費県補助金 31,187

信州被災者生活再建支援制度補助金

農林業費県補助金 344,267

強い農業・担い手づくり総合支援交付金補助金

（４） 繰入金 452,012
財政調整基金繰入金

（５） 市債 8,500

教育債 4,600

高等学校施設整備債

土木債 3,900

狭あい道路整備事業債

新型コロナウイルス感染症関連

東日本台風災害復旧・復興関連

通 常 分


